




























































7 月10日判決・民集32巻 5 号820頁参照）、弁護人が身体を拘束された被告
人又は被疑者との間で物の授受をすることも、その権利の一内容として弁
護人に保障される。





















































































判例や裁判例の蓄積がある（最判昭和53年 7 月10日民集32巻 5 号820頁、








































































































































































































































































































































5 　福岡高判平成22年 2 月25日の内容
































高裁判所平成11年 3 月24日大法廷判決・民集53巻 3 号514頁、同裁判所平
成 3 年 5 月31日第二小法廷判決・裁判集民事1６3号47頁、同裁判所平成 3









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　原告は、平成19年 9 月 5 日、板橋警察署において、領置金品として保管
されていた会員カードの宅下げを受けて、同カードを確認したところ、Ａ










































































































































































































































































































































































































































































































　　 ６　訴訟費用は、第 1、 2審を通じ、各自の負担とする」
　原告本人としては、上記のように、第 1 審判決には問題点も残ってお
り、さらに、刑事訴訟法と刑事収容施設法との関係につき、高裁レベルの
判断ひいては最高裁の判断を求めたいという考えもあったが、次の観点か
ら、最終的に和解に応ずることにした。
　まず、宅下げ及び差入を行うことが接見交通権の一内容であり、弁護人
の固有権であることが和解によって明確に認められたことに意義が認めら
れ、また、宅下げは接見交通権に含まれないなどと主張してきた国及び東
京都が、主張を撤回して和解に応ずるということ自体に、一定の評価がで
きると考えられた。
　判決を選択した場合は、判決が確定するまで時間がかかり、その間は被
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告らは、従前からの主張を改めて、実務上の取扱いを変更することは期待
できないが、和解であれば、和解成立の直後から、取扱いを変更すること
が期待されるという実践的な意義があると考えられた。
　内容面においては、第 1審判決は判決の性質上やむを得ないことである
が、宅下げに関する判断のみに止まっていたが、和解においては、宅下げ
とともに差入についても言及することが可能となった。
　さらに、第 1審判決は、宅下げ申請がされた場合に、留置担当官は、妨
害してはならないとの判断に止まっていたところ、和解では、より積極的
に、留置施設においては、差入及び宅下げの申請がされた場合には、直ち
にこれが実現されるように努めるとされ、即時接見交通実現義務の明示ま
ではいかなかったものの、即時に接見交通の実現に努める義務が明示され
たこと、そして、留置担当官が接見交通の実現に努力したものの接見交通
が実現できないという場合は、被疑者・被告人が拒否する以外には考え難
いことから、接見交通の実現に努める義務は、実質的には即時接見交通実
現義務を認めたのと同様の結果になると考えられた。
　加えて、Ｂ警部補がＣ検察官に本件カードの宅下げを求める旨を伝えた
ことが秘密交通権を侵害したとの点については、第一審判決は秘密交通権
の侵害を否定したものの、和解においては、この点に関連して、捜査・留
置業務分離原則の趣旨を周知徹底させるよう努めると和解条項に明記させ
ることができた。
　そして、今後、宅下げ及び差入れの際に留置担当官が拒否するなどのト
ラブルが発生した場合には、本件において、国及び東京都が、宅下げ及び
差入れの実現に努めることを認めたことを主張して、その実現につき強く
交渉できるという実践的な意義があると思われた。
　なお、本和解条項は、日本弁護士連合会発行の「接見交通権マニュア
ル」の接見妨害国賠訴訟判決の一例として紹介されている
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以　上
いわゆる「宅下げ」に関する検察官らの行為について、弁護人の接見交通権を侵害する違法があるとした事例
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